様式第１号（第４条関係）

　　 　年 災害復旧事業費補助率増高

申請書（連年災害補助率適用申請書）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

　職氏名　　　　　　様

                                                  申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　

                                                       　

　　　　　年１月１日から12月31日までに発生した災害により被害を受けた農地及び農業用施設に係る災害復旧事業費について、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第４条の規定による高率補助を受けたいので、別紙補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）内訳を添えて申請します。

別　紙

補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）内訳

                                                  　　           市　町　村　名

	区　　分


	 当該市町村の

 総事業費
	耕作の事

業を行う

者の実数

     (B)
	１人当た

りの事業

費(A/B)

　　 (C)
	 補　助　率


	当年災害の

補助金の額
	摘要



	
	農 地


	農業用

施設
	計(A)


	
	
	農 地


	農業用

施設
	農 地


	農業用

施設
	 計　


	

	単年災害


	   円

　
	    円

　
	   円

　
	      人

　
	      円

　
	
	
	   円

　
	    円

　
	   円

　
	

	連年災害


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　合併前の旧市町村の区或に関し補助率増高（連年災害補助率適用）の申請をする

　　　　市町村については、旧市町村名及びその旧市町村が現市町村に合併した年月日を摘

　　　　要欄に記入すること。

　　　２　当該市町村の総事業費の欄の上段（単年災害）には、その年の12月31日までの１

　　　　年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を、下段（連年災害）にはその年の

        12月31日までの３年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を記入する。

　　　３　「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」及び「耕作者名簿」を添えること。

　　　４　耕作の事業を行う者の実数の欄には、「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」中

　　　　の耕作の事業を行う者の数の実数の欄の計及び合計の数値をそれぞれ該当の段に記

　　　　入すること。

　　　５　補助率欄は１人当りの事業費の欄の額が少額の時は記入を要しない。

　　　６　補助率はＣ欄の額が８万円以下のときは農地にあっては 0.5、農業用施設にあ

　　　　っては 0.65とし、Ｃ欄の額が８万円を超え15万円以下のときは農地にあっては
         80,000円 × 0.5 ＋（Ｃ－ 80,000円）× 0.8

	Ｃ
	 、　 農業用施設にあっては


         80,000円 × 0.65 ＋（Ｃ－ 80,000円）× 0.9  

	Ｃ
	  とし、Ｃ欄の額が15万円を越え


        るときは、農地にあっては

　　　　 80,000円 × 0.5 ＋（150,000円 － 80,000円）× 0.8＋（Ｃ－150,000円）×0.9

	Ｃ


　　　  農業用施設にあっては　　　　　　　　　　

　　　   80,000円 ×0.65 ＋（150,000円 － 80,000円）× 0.9＋（Ｃ－150,000円）×1.0  

	Ｃ


　　　  として算出し、小数点以下４位を四捨五入すること。

　　　７　金額の単位は円とし、円未満は四捨五入すること。

　 　 ８　連年災害の補助率が適用されない市町村（単年災害のＣが４万円以下又は連年災

　　　　害のＣが10万円以下の市町村）については、連年災害の段は記入を要しない。

附表の１

                年 災 別 箇 所 等 災 害 復 旧 事 業 費 内 訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　市　町　村　名

	年　災　別
	箇所番号
	事業主体名
	災 害 復 旧 事 業 費
	耕作の事業を

行う者の数
	摘要

	
	
	
	農　地
	農業用施設
	　計
	延　数
	実　数
	

	前前年災害
	
	
	    円
	      円
	    円
	    人
	    人
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	前年災害
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	当年災害
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　連年災害の補助率が適用されない市町村については、前前年災害及び前年災害の欄は

　　記入を要しない。

附表の２

                          耕　　作　　者　　名　　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　町　村　名

	一連

番号
	住　所
	氏　名
	       本 人 の 該 当 す る 箇 所 及 び 地 番
	摘要

	
	
	
	前前年災害
	前　年　災　害
	当　年　災　害
	

	
	
	
	箇所番号
	地　番
	箇所番号
	地　番
	箇所番号
	地　番
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計　人
	延箇所数
	
	延箇所数
	
	延箇所数
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１  氏名欄の計の数値が申請書の別紙「耕作の事業を行う者の実数」の欄の数値と一

　　　　致すること。

　　　２　延箇所数の数値が附表の１の「耕作の事業を行う者の数」の欄の延数の数値と一

　　　　致すること。

　　　３　連年災害の補助率が適用されない市町村については、前前年災害及び前年災害の

　　　　欄は記入を要しない。

様式第２号（第５条関係）

　　　年災害復旧事業特別措置適用申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                              　　　　　　　　番　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　　年　月　日

　職氏名　　　　　　　様

                                                  申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　　　　　年に発生した激甚災害により被害を受けた農地及び農業用施設の災害復旧事業について、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第５条に定める補助の特別措置を受けたいので申請します。

　別　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　町　村　名

	災

害

別
	事業別
	当該

市町

村の

総事

業費

(A)
	耕作

の事

業を

行う

者の

実数

(B)
	暫定措置法に

よる補助額
	激甚法による補助額
	補

助

額

合

計

(M)
	特別

措置

適用

後の

補助

率

(N)

	
	
	
	
	補助

率


	補助

額

(C)
	通常補助

控除額


	１万

円ま

での

部分
	１万円を

こえ２万

円までの

部分
	２万円を

こえ６万

円までの

部分
	６万円を

こえる部

分


	補

助

額

計

(L)
	
	

	
	
	
	
	
	
	総額

(D)
	１人

当り

の額
	負担

額

(E)
	負担

額

(F)
	補助

額

(G)
	負担

額

(H)
	補助

額

(I)
	負担

額

(J)
	補助

額

(K)
	
	
	

	激

甚

災

害
	農　地
	  円
	 人
	
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	  円
	 円
	 円
	

	
	農業用

施　設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	災　害

関　連
	
	
	0.5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	そ

の

他

の

災

害
	農　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	農業用

施　設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	災　害

関　連
	
	
	0.5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注 １　合併前の旧市町村の区域に関し特別措置適用の申請をする市町村については、市町村名の

　　　 次に、旧市町村名及び現市町村に合併した年月日を（　）書きで併記すること。

　　 ２　Ａ欄には、災害別の区分に従ってそれぞれ農地及び農業用施設の災害復旧事業費並びに農

　　　 業用施設の災害関連事業の事業費を記入すること。

　　 ３　Ｂ欄には、災害別の区分に従い附表の２「年災別箇所別災害復旧事業費内訳」中の当年災

　　　 の項の耕作の事業を行う者の数の実数欄の小計の数値を記入すること。

 　　４　Ｃ欄には、補助率増高又は連年災害補助率適用の申請をする市町村についてはＡ欄の事業

　　　 費に附表の１｢暫定措置法による補助率算定表」によって算定した補助率（災害関連は0.5）　　　 を乗じて得た額を記入すること。

　　 ５　Ｄ欄には、Ａ欄の額からＣ欄の額を減じて得た額を記入すること。

 　　６  Ｅ欄の計は、１万円にＢ欄の数値を乗じて得た額を記入し、その額をＤ欄の額の割合に応

　　　 じてあん分し、各々の事業ごとに記入すること。

 　　７　Ｆ欄は、Ｅ欄と同じ要領で記入すること。

 　　８　Ｇ欄には、Ｆ欄の額に10分の７の割合を乗じて得た額を記入すること。

 　　９　Ｈ欄の計は、４万円にＢ欄の数値を乗じて得た額（Ｄ欄の計の額が６万円にＢ欄の数値を

　　　 乗じて得た額より少額である場合は、Ｄ欄の計の額からＥ欄及びＦ欄の計の額を減じて得た

　　　 額）を記入、その額をＤ欄の額の割合に応じてあん分し、各々の事業ごとに記入すること。

 　　10　Ｉ欄には、Ｈ欄の額に10分の８の割合を乗じて得た額を記入すること。

 　　11　Ｊ欄の計は、Ｄ欄の計の額が６万円にＢ欄の数値を乗じて得た額より多額である場合にＤ

　　　 欄の計の額からＥ欄、Ｆ欄及びＨ欄の計の額を減じて得た額を記入し、その額をＤ欄の額の

　　　 割合に応じてあん分し、各々の事業ごとに記入すること。

　　 12　Ｋ欄には、Ｊ欄の額に10分の９の割合を乗じて得た額を記入すること。

 　　13　Ｌ欄には、Ｇ欄、Ｉ欄及びＫ欄の額の合計額を記入すること。

 　　14　Ｍ欄には、Ｃ欄及びＬ欄の額の合計額を記入すること。

 　　15　Ｎ欄には、Ｍ欄の額をＡ欄の額で除して得た率を小数点以下４位を四捨五入して３位まで

　　　 記入すること。

 　　16　金額の単位は円とし、円末満は四捨五入すること。ただし、通常補助控徐額１人当たりの

　　　 額欄は、円未満は切上げること。

附表の１

暫 定 措 置 法 に よ る 補 助 率 算 定 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         　市　町　村　名

	区　　分
	当該市町村の総事業費
	耕作の事業を行う者の数　 　(B)
	１人当たり

の事業費

(C)
	補　　助　　率

	
	農　地
	農業用施設
	計 (A)
	
	
	農　　地
	農業用施設

	単年災害
	    円


	      円


	      円


	        人


	        円


	
	

	連年災害
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　注 １　旧市町村の区域に関し補助率増高又は連年災害補助率適用の申請をする市町村については、       市町村名の下に旧市町村名及び現市町村に合併した年月日（　）書きで併記すること。

　　 ２　その他記載要領は「補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）内訳」の注意書きに準じること。

附表の２

年 災 別 箇 所 別 災 害 復 旧 事 業 費 内 訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　町　村　名

	年　災　別
	箇所番号
	事業主体名
	災 害 復 旧 事 業 費
	耕作の事業を

行う者の数
	摘　要

	
	
	
	農　地
	農業用施設
	計
	延　数
	実　数
	

	前前年災害

  小計
	
	
	    円


	      円


	    円


	    人


	    人


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	前年災害

  小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当年災害

  小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注 １　連年災害の補助率が適用されない市町村については、当年災害の欄のみ記入すること。

　　 ２　激甚災害については、摘要欄に被災月日を記入すること。

　　 ３　耕作の事業を行なう者の数の実数欄の当年災の計は、災害別に区分しないで年間を通じた

　　　 数値で同欄の合計は附表の３「耕作者名簿」中の氏名欄の計の数値を記入すること。

附表の３

耕　　　作　　　者　　　名　　　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　町　村　名

	一連

番号
	住  所
	氏　 名
	本　人　の　該　当　す　る　個　所　及　び　地　番

	
	
	
	前前年災害
	前年災害
	当　　 年　　 災 　　害

	
	
	
	
	
	激 甚 災 害
	その他の災害

	
	
	
	箇所番号
	地番
	箇所番号
	地番
	箇所番号
	地番
	箇所番号
	地番

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	
	       人
	延箇所数
	
	延箇所数
	
	延箇所数
	
	延箇所数
	


　注　連年災害の補助率が適用されない市町村については、当年災害の欄のみ記入すること。

様式第３号（第７条、第12条関係）

平成　　年度 災害復旧事業補助計画（実績）書

	区分
	
	年災
	
	

	地区

番号

及び

箇所

番号
	所

在

地
	事

業

主

体
	費

目
	工

種
	総　事　業
	前年度まで (前年度まで出来高)
	本　　　年　　　度

(本年度出来高)
	翌 年 度

以　  降(残事業 費)
	工事執行の

状　　　況
	摘

要

	
	
	
	
	
	事

業

量
	事

業

費
	国

庫

補

助

金
	補

助

率
	事

業

量
	事

業

費
	国

庫

補

助

金
	事

業

量
	事

業

費
	国

庫

補

助

金
	国庫補助金以

外の財源
	事

業

量
	事

業

費
	国

庫

補

助

金
	請負

又は

直営

の別


	工期年月日

～

年月日


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	市町

村費
	その

他費
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	工事費
	
	
	円


	円


	％


	
	円


	円


	
	円


	円


	 円


	 円


	円


	
	円


	円


	
	
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	   計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	   計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    計


	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	   計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　区分の欄には、農地又は農業用施設の別を記入すること。

      ２　国庫補助金襴及び国庫補助金以外の財源欄には、実質の負担区分に基づき記入すること。

　　　３　前年度の高率差額金がある場合には、本年度の国庫補助金の欄に外数で記入し、摘要欄にその算式を記入すること。

　　　４　高率差額金の算式は次によること。

　　　  （前年度事業費×当該市町村の補助率)－前年度受領国庫補助金＝前年度分の高率差額金

      ５　実績報告時には、次の点に留意すること。

            ア　計画と成績が相違する場合は、その部分についてのみ計画を括弧書きで上段に記入すること。

            イ　摘要欄には、箇所別に検査を実施した者の職名及び氏名並びに検査年月日を記入すること。

６　摘要欄には、消費税仕入控除額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記　入すること。

様式第４号（第７条、第12条関係）

　　　　年度 災害復旧事業収支予算（精算）書

　(1) 収入の部

	区　　　　分
	予算額（当初）

（予算額）
	予算額（補正後）

（精算額）
	差引増(減)額
	摘　要

	 県　補　助　金
	              円
	　　　　     円
	　　　　　　 円
	

	 市　町　村　費
	
	
	
	

	 ○  　○  　費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　(2) 支出の部

	　区　　　　分　
	 予算額（当初）
	予算額（補正後）
	　差引増(減)額　
	摘　要

	○ ○ 事 業 費
	　　　　　　 円


	　　　　　　 円


	             円


	

	   農　　　地
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	 小　　　　計
	
	
	
	

	   農業用施設
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	

	 小　　　　計
	
	
	
	

	     　計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算議決（予算議決予定）      　　　　年　月　日

                                   事業完了日（又は事業完了予定日）　　　年　月　日

　(3) 県補助金精算

	区　　　　　分
	交 付 決 定 額
	概 算 払
(前金払)

受領総額
	精　　算　　額
	差引県補助金

未受領(返還)額
	摘要

	
	事業費
	県補助金
	
	事業費
	県補助金
	事業費


	県補助金
	

	 ○ ○ 事 業 費
	　 円
	    円
	     円
	    円
	    円
	    円
	    円
	

	  農　　　 　地
	
	
	
	
	
	
	
	

	    ○○年災
	
	
	
	
	
	
	
	

	    ○○年災
	
	
	
	
	
	
	
	

	    小　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	  農 業 用 施 設
	
	
	
	
	
	
	
	

	    ○○年災
	
	
	
	
	
	
	
	

	    ○○年災
	
	
	
	
	
	
	
	

	    小　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	       計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　(3)は、実績報告時にのみ作成すること。

　　　２　災害防止施設事業等（農業用施設災害関連事業を除く）の場合には、支出の部およ　　　　　　　　び県補助金精算の「区分」欄は、地区ごとに記載すること。 

様式第５号（第８条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

                            　             　　　　　　職　氏　名         

　　　年度鳥取県農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付決定通知書（　　　年災害）

　　　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で、申請のあった　　　年度　　　事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年４月鳥取県規則第22号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

１　補助事業

　　本補助金の補助事業は、「○○災害復旧事業」とし、その内容は、・・・・・・とする。

２　交付決定額等

　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。

　(1) 算定基準額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

　(2) 交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

３　経費の配分

　　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・　とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。

４　交付額の確定

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、農地及び農業用施設等災害復旧事業補助金交付要綱（平成13年４月18日付耕第123号鳥取県農林水産部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第８条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の(2)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。

５　補助規程の遵守

　　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37年法律第150号）、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行令（昭和25年政令第152号）、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行規則（昭和25年農水省令第94号）、農地農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱（昭和40年40農地Ｄ第1130号）、災害関連農村生活環境施設復旧事業実施要綱（平成2年2構改Ｄ第239号）、農地・農業用施設・海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業査定委託費等補助金交付要綱（昭和53年53構改Ｄ第116号）の規定に従わなければならない。

様式第６号（第10条関係）

　　　　年度災害復旧事業中止（廃止）承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　職氏名　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　              申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　

　　　　　年度災害復旧事業のうち、下記箇所に係る事業を中止（廃止）したいので、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第10条第1項の規定に基づき申請します。

                                         記
	年災


	地区番号

及　　び

箇所番号
	所 在 地


	工　　種


	総　事　業　費
	既　割　当　額
	中止(廃止)

の 理 由

	
	
	
	
	事業費
	補助金
	事業費
	補助金
	

	
	
	
	
	    円


	    円


	    円


	    円


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第６号の２（第10条関係）

　　　　年災害復旧事業計画変更承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　職氏名　　　　　　様

　　　　　　　　　　　                            申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　

　　　　　年　　月　　日付第　　号で事業費の決定通知があった（　　　年　月　日に査定を受けた）災害復旧事業について、下記のとおり変更したいので、鳥取県農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第10条第2項の規定により申請します。

                                         記

　　　　年災害復旧事業変更地区別一覧表

　　　農地（農業用施設）

	番　号
	所　 在　 地
	工　種
	数　量
	査定額
	増△減
	変更理由
	前回承認

番　　号

	地区
	箇所
	郡市
	町村
	字
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	    円


	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	             計
	
	
	
	
	
	


 　　注　１　変更前を（　　）書きで上段に記入すること。

　　　　 ２　増△減欄は、査定額欄の増減額を記入すること。

様式第７号（第11条関係）

　　　　年度　　　　事業状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　職氏名　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　              申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第11条の規定に基づき、　　　　年度○○事業状況報告書を別紙のとおり提出します。

　別　紙

　　収入の部

	  区　　　　分　
	 予　　算　　額
	 収　入　済　額
	 収入未済額
	摘　　要

	 県　補　助　金
	              円
	              円
	              円
	

	 市　町　村　費
	
	
	
	

	 ○　　○　　費
	
	
	
	

	       計　
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　支出の部

	区　　　　分
	 予　　算　　額
	 支　出　済　額
	 支出未済額
	摘　　要

	工　事　費
	              円


	             円


	              円


	

	工 事 雑 費
	
	
	
	

	事 務 雑 費
	
	
	
	

	○　○　費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　注　１　収入済額と支出済額との差額があるときは、その支出予定時期を摘要欄に記入す

　　　　ること。

　　　２　この表に附表を添えること。

　　附　　表

	区　　　　分
	実 施 計 画 (A)
	出  来  高  (B)
	進捗率

(B/A)
	交付額
	摘　要

	
	事 業 量
	事 業 費
	事 業 量
	事 業 費
	
	
	

	 ○ ○ 事 業 費
	　　　　
	      円

　　　
	
	      円

　
	    ％

　
	　　円


	

	   農　　　地
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	　 小　　　　計
	
	
	
	
	
	
	

	   農業用施設
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	    ○ ○ 年 災
	
	
	
	
	
	
	

	 　小　　　　計
	
	
	
	
	
	
	

	  合　　  　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　交付額欄には、補助金交付額を記入すること。

　　　２　進捗率は、金額比とすること。

様式７号の２（第11条関係）

　　　　年度　　　　建設工事等完了報告書

                                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号　　
年　　月　　日    

　職氏名　　　　　　様                                                               

                                                  申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　    

　　　　　年　　月　　日付第　　号で事業費の決定通知があった災害復旧事業に係る建設工事等の完成検査について、鳥取県農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第11条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

                                           記
	事業名


	 地区名


	 工事等の

名称
	 請負金額


	 工期


	竣工

年月日
	竣工検査年月日
	検査者

氏名
	備考



	
	
	
	      円


	
	
	
	
	


添付書類　請負契約ごとの検査復命書の写しを添付すること。ただし、完成検査に合格した場合は、備考欄に「合格」と記載することにより検査復命書の添付を省略することができる

注  請負契約書（委託を含む）に基づき、一契約ごとに記載すること。

様式第８号（第12条関係）

第１表

                        本　工　事　出　来　高　調　書

                                                             　　　　 地　区　名

	工　　種
	施行箇所又は

測点番号
	事　業　量
	工期

年　月から

年  月まで
	出  来  高  金  額
	摘要

	
	
	
	
	請負
	直　営
	計
	

	○○水路
	測点　号から

測点　号まで
	延長　  　ｍ

切土      ‰

盛土      ‰
	
	    円


	    円


	    円


	

	○○橋梁
	測点　 号

又は第　号橋梁
	コンクリ－ト橋

○　 ○ 　橋
	
	
	
	
	

	○○頭首工
	
	延長    　ｍ


	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　この表は、当年度の出来高を記入すること。

　　　２　事業量については主要工種の数量を記入すること。

　　　３　出来高金額の直営の欄には、人夫賃及び材料の支払金額を記入すること。

　　　４　この表には、工事出来形一覧図を添えること。

第２表

                          請　　　負　　　調　　　書

	請負契約名
	施行箇所

又　　は

測点番号
	数量
	設計

金額
	請負

金額
	請負契

約締結

の方法
	請負人住所

氏　　　名
	着工年月日

竣工年月日
	摘要

	
	
	
	    円

　
	    円


	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


第３表

                          直　　　営　　　調　　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                              　地　区　名

	 工　　　種
	 材　料　費
	 労　務　費
	 そ　の　他
	     計　
	 摘　　要

	○○ため池
	　　　　 円


	　        円

　
	          円

　
	          円

　
	

	○○水路
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　注　その他の欄の経費については、明細書を添えること。

第４表

                       材　　料　　購　　入　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 名　　　称
	 形状､寸法
	数　　量
	単　　位
	単　　価
	金　　額
	 摘　　　要

	 セメント
	
	
	
	　　 円
	      円
	

	 鉄　　　筋
	
	
	
	
	
	

	 木　　　材
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	     計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


第５表

                        労　 　務　 　費　 　調　　 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 種　　　別
	 員　　　数
	 単　　　価
	 金　　　額
	  摘　　　　　　　　要

	 人　　　夫
	　　　　 人
	          円
	          円
	

	 大　　　工
	
	
	
	

	 石　　　工
	
	
	
	

	     計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


第６表

                      測　量　及　び　試　験　費　調　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 区　　　　分
	 工　　種
	種　　別
	数　量
	単　位
	単　価
	金　　額
	摘　　要

	基礎地盤調査
	ボーリング
	
	
	
	　　円
	      円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	      計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


第７表

                       用 　地 　買 　収 　費 　調 　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　地　区　名

	 地　　　　目
	 買収地積
	 単　　　価
	 金　　　額
	   摘　　　　　　要

	田
	          ha

　
	          円

　
	          円


	

	      畑　
	
	
	
	

	 山　　　　林
	
	
	
	

	 宅　　　　地
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　注　１　摘要欄には、用途別に地積及び金額を記入すること。

　　　２　この表には、買収箇所の一覧図を添えること。

第８表

                          補　　償　　費　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　 地　区　名

	 区　　　　分
	 数　　　量
	 単　　　価
	 金　　　額
	   摘　　　　　　要

	立　　　　木
	
	　　　　 円
	          円
	

	 立　　　　毛
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	      計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　注　この表には、補償箇所を示す図面を添えること。

第９表

                       船 舶 及 び 機 械 器 具 費 調 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　地　区　名

	 区　　　分
	名　　称
	形状寸法
	数　　量
	単　　位
	単　　価
	金　　額
	摘　要

	購　　　　入
	
	
	
	
	　　　円
	      円
	

	修　　　　理
	
	
	
	
	
	
	

	借　　　　上
	
	
	
	
	
	
	

	  　 計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


第10表

                          営　　繕　　費　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 区　　　分
	 名　　　称
	数　　量
	単　　位
	単　　価
	金　　額
	 摘　　　要

	宿　　　　舎
	１号宿舎
	
	
	　　  円
	      円
	

	
	２号宿舎
	
	
	
	
	

	倉　　　　庫
	セメント倉庫
	
	
	
	
	

	     計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


第11表

工　 事　 雑　 費　 調　 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 費　　　　　目
	 細　　　　目
	数　　量
	単　　価
	金　　額
	　摘　　　　要

	賃　　　　　　金
	
	
	      円
	      円
	

	旅　　　　　　費
	
	
	
	
	

	需　　 用　　 費
	
	
	
	
	

	
	消　耗　品　費
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	

	
	光熱水量費
	
	
	
	

	役　　 務　　 費
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	

	
	雑　役　務　費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	

	委 　　託　　 料
	
	
	
	
	

	
	登記事務委託費
	
	
	
	

	
	測量等委託費
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	

	
	使　　用　　料
	
	
	
	

	
	賃　　借　　料
	
	
	
	

	共　　 済　　 費
	
	
	
	
	

	
	社会保険料
	
	
	
	

	                計
	
	
	
	


　注　積算の基礎を摘要欄に記入すること。

第12表

                       応 　急 　工　 事　 費　 調　 書

                                                                   　  地　区　名

	  費　　　　　　目
	 工　　　種
	 数　　　量
	 金　　　額
	  摘　　　　要

	工　　 　事　　 　費
	
	
	          円
	

	  本　工　事　費
	
	
	
	

	  附　帯　工　事　費
	
	
	
	

	  測量及び試験費
	
	
	
	

	  用地費及び補償費
	
	
	
	

	  船舶及び機械器具費
	
	
	
	

	  営　　　繕　　　費
	
	
	
	

	  工事雑費
	
	
	
	

	         計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


第13表

　　　　　　　　　　事　　務　　雑　　費　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地　区　名

	 費　　　　　目
	 細　　　　目
	数　　量
	単　　価
	金　　額
	　摘　　　　要

	給　　　　　　料
	
	
	      円
	      円
	

	職員手当
	
	
	
	
	

	賃　　　　　　金
	
	
	
	
	

	旅　　　　　　費
	
	
	
	
	

	需　　 用　　 費
	
	
	
	
	

	
	消　耗　品　費
	
	
	
	

	
	食　　糧　　費
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	

	
	光熱水量費
	
	
	
	

	役　　 務　　 費
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	

	
	雑　役　務　費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	

	委 　　託　　 料
	
	
	
	
	

	
	登記事務委託費
	
	
	
	

	
	測量等委託費
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	

	
	使　　用　　料
	
	
	
	

	
	賃　　借　　料
	
	
	
	

	共　　 済　　 費
	
	
	
	
	

	
	社会保険料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	                計
	
	
	
	


　注　積算の基礎を摘要欄に記入すること。

第14表

                       取　　得　　財　　産　　調　　書

	地区番号及

び箇所番号
	事業主体名
	名　称
	形状､寸法
	数　量
	単　価
	金　頚
	検　収

(取得)

年月日
	摘要

	
	
	
	
	
	    円
	    円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


第15表

                          残　　材　　料　　調　　書

	地区番号及

び箇所番号
	事業主体名


	名　称


	形状､寸法
	数　量
	単　価
	金　頚
	検　収

(取得)

年月日
	摘要

	
	
	
	
	
	    円
	    円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第９号（第12条関係）

                                                                  年　　月　　日

　職氏名　　　　　　様

                                           　　   申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　　　　年度仕入控除税額確定報告書

　　　　　年　　月　　日付第　　号で交付決定のあった○○災害復旧事業補助金に係る仕入控除税額が確定したので、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第12条第５項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金及び補助対象経費の確定額           (1)補助金の確定額  　　　　金　　　　円（①）

　（　　　年　月　日付　第　号による通知額） (2)補助対象経費の確定額　　金　　　　円（②）

２　実績報告時控除税額                                                  金　　　　円（③）

　（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除額）

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額　              金　　　　円（④）

	４　補助金返還相当額    (④－③)×
	①
	                               金　　　　円

	
	②
	


（注）その他参考となる資料を添付すること。

様式第１０号（第13条関係）

                                                                  年　　月　　日           

　職氏名　　　　　　様                                                         

                                                  申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　　　　年度（事業の名称）の支出にかかる申出書

　　　　　年　　月　　日付第　　号で交付決定した（事業の名称）の支出について、鳥取県補助金等交付規則第20条第１項の規程により、下記のとおり申し出ます。                  

                                            記

	区　　分
	内　　容

	 事業の名称
	

	 交付決定額
	                                         

	 支払時期・支払額の変更希望内容又は支払停止

 希望額
	

	支払時期・支払額を変更又は支払停止を希望す る理由
	

	 添付書類
	  資金計画書


様式第１１号（第14条関係）

施　越　工　事（事業費決定前着工）　承　認　申　請　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　職氏名　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　                    申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　

　　　　　年　月　　日付第　号で事業費の決定通知のあった（　　　年　月　日に査定を受けた）災害復旧事業を下記の理由により実施したいので、農地及び農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱第16条の規定に基づき申請します。

                                         記

	年災名
	番　　　　号
	工　　種
	数　　量
	事 業 費
	工　　　期

年 月 日から

年 月 日まで
	着　工　理　由

	
	地　区
	箇　所
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	      円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　　　添付書類　１　事業計画書

　　　　　　　　２　収支予算書

　　　　　　　　３　事業資金調書

　　　　　　　　４　事業工事監督及び事務担当者調書

附表１

                       事　　業　　資　　金　　調　　書

	  区　　　　分
	金　　　　額
	借　 入　 先
	借 入（予 定）

徴 収 年 月 日
	摘　　　　要

	 借　　入　　金
	            円


	
	
	

	 負　　担　　金
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	       計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


附表２

                   工 事 監 督 及 び 事 務 担 当 者 調 書

	 区　　　　　分
	 氏　　　　名
	 経験年数
	 現　　　職
	  摘　　　　　要　

	 工 事 監 督 者
	
	
	
	

	 事 務 担 当 者
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第１２号（第３条関係）

契約に係る指名停止に関する申立書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　職氏名　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　                    申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　
　当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加にあたって、当該契約の履行地域について、現在、農林水産省の機関及び鳥取県から○○契約に係る指名停止の措置を受けていないことを申し立てます。

　また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」等を記載すること。

